
意見の概要

１．２８年度の保険料率について（Ｐ1～）

①　平均保険料率１０％を維持するべきという支部 3 支部

②　①と③の両方の意見のある支部 27 支部

③　引き下げるべきという支部 16 支部

④　①～③に該当しない支部 1 支部

２．激変緩和措置について（Ｐ20～）

①　激変緩和措置を早期に解消するべきという支部 2 支部

①と②の両方の意見のある支部 8 支部

②　激変緩和措置を計画的に解消するべきという支部 11 支部

②と③の両方の意見のある支部 11 支部

③　激変緩和措置の解消を可能な限り緩やかに 10 支部
　　　するべきという支部

④　①②③の全ての意見のある支部 1 支部

⑤　①と③の両方の意見のある支部 1 支部

（「意見なし」が３支部あり）

３．保険料率の変更時期について（Ｐ27～）

４月納付分からの改定が望ましい 44 支部

その他 1 支部

（「意見なし」が２支部あり）

４．その他（Ｐ29～） 29 支部

※

２８年度の保険料率について
≪支部評議会における主な意見≫

第68回運営委員会（9/18）開催後に実施された47支部の評議会（10/9～11/4に開催）におけ
る議論の中で出された主な意見として支部から提出されたものを整理した。

20001019
資料1-2



意見の詳細
28年度の保険料率について
平均保険料率10%を維持するべき

○中期的に安定した運営をするべきという意見

評議会の意見
　法定準備金が積みあがっている状況であるものの、財政構造の脆弱性が改善
されたものではない。長期的な視点で考えて10％の保険料率を維持すべきと考
える。その上で、試算の予想に反して中・長期的に黒字化が見込まれる場合に
は、保険料率の引き下げを検討していただきたい。（茨城）

　加入者の生活を考えれば、引き下げたいが、中小企業の経済情勢を踏まえる
と、中長期的な視点で熟慮すべきであり、余裕を持って10％を保持することも
必要とも考えられる。（静岡）

被保険者代表
　被保険者数や経済の先行きは楽観視できるものではないことから堅実な見積
もりをすることが現実的だと考える。また、協会けんぽの赤字構造に変わりは
ないことからも安定的な財政運営をしていくためには現行保険料率を据え置く
べき。（北海道）

　10％の保険料率はかなり厳しいが、提示された5年収支見通しからすると、原
則どおり均衡保険料率とした場合にいったん保険料率を引き下げることができ
たとしても、平成29年には再び保険料率を引き上げる議論が必要であるとされ
ている。制度の安定のため、保険料率は10％を限度として、それ以上は引き上
げとならないよう中期的に10％の料率を維持できる方策を講じるべきではない
か。（福島）

　現状少し余裕があるが、少子高齢化でこの先医療費も上がり不足分が増えて
くる。長期的にみれば、平均保険料率はそのままでいいのではないか。（山
梨）

　保険料率が下がることは歓迎だが上がるのはきつい、10％の保険料率が長期
的に維持されたほうがよい。（長野）

　短期的に見て引き下げるよりも、長期的に見て10%を維持して、準備金が積み
上がったら考えたらどうか。（岐阜）

　単年度収支で均衡を図るというのも一つの考え方だが、協会の赤字構造は変
わっていないので、基本的には平均保険料率を今のまま据え置く形でよいと考
える。（和歌山）

　加入者に納得してもらえること、安定的な運営をすること、の2点が重要。下
げることになれば安定的な運営ができるのか疑問。下げたことが影響して将来
的に上げるようなことになれば加入者への説明が大変。国庫補助率の関係があ
り、政治的な場面でも下げることには注意が必要ではないか。財政の赤字構造
は変わっていないので、長期スパンで考えると慎重にならざるを得ない。（鳥
取）

　佐賀において、医療費そのものが下がるということは当面期待できない。そ
のような中で全体の医療費を考えたときに、支部として保険料率を引き下げる
というような意見は言い出しにくい環境にあるように思う。もう少し、中期的
な視点で捉え、現行の保険料率を維持しながら、今後の景気動向や医療費状況
を見ていくことも必要ではないか。（佐賀）

　今後、賃金が上昇したとしても、消費税率の上昇や物価上昇などにより国の
情勢が変わる可能性もあるので、料率を変えずに中長期的に安定した運営が望
ましい。（大分）
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　雇用体系による格差も広がり、労働者の収入が全体的にプラスになっている
とは言い難い。料率を下げるとしても小幅にとどめ、安定的に長いスパンで考
えた方が良い。（大分）

　現状を維持したほうが良い。保険料率の検討をする際には、中長期的な視点
で考えることが大事。下げられる時に引き下げるというよりは、準備金がある
うちにしっかりと財政基盤を安定させつつ、むしろ健康増進に係る対策をどの
ように行っていくか考えることのほうが大切ではないか。（沖縄）

事業主代表
　経済状況の先行きが不透明であり、コストの上昇により収支が悪化している
企業もある中において、保険料率は安定していることが望ましい。（北海道）

　安定的に運営をしていった方が、経営者側からすればわかり易い。最低賃金
そのものは、ここ数年ですごく上がっている。ただし、全体の賃金は上がって
いない。賃金の標準の捉え方が難しいと思う。（秋田）

　引き下げはよいが引き上げは好ましくはないので、現状のまま長期的に安定
した運営ができないか。（山形）

　社員へ支給する給与は従業員の中・長期的な生活の安定を考慮し支払うべき
ものと考えている。保険料についても中・長期的な視点での安定を重視すべき
である。（茨城）

　保険料率は、いったん下げても再び上がることが見えているなら、安定して
いる方が経営者にとっては中長期的に良い。（東京）

　保険料率が下がったことが手取り（給料明細）で実感できれば、従業員に
とって保険料率を下げる効果もあろうが、0.1％下がった程度では、実感がわか
ない。ならば、将来的な安定を図るために、10％維持がよい。（長野）

　少子高齢化による構造的問題があるため、先手先手で政策を打つべきであ
る。したがって、保険料率を下げる短期スパンではなく、保険料率を維持する
長期スパンで判断すべきである。（三重）

　保険料率を決める時には、3年とか中長期で考えるべきだと思う。単年度で変
更するのにどの程度コストが掛かっているか分からないが、3年とか5年の計画
で考えないと単年度では今の経済の乱高下に対応できないと思う。（滋賀）

　1兆円という準備金が多いとは思わない。保険料率を上げ下げする不安定な保
険運営よりも、安定した保険運営のほうが安心感がある。また、新型の病気に
対しての備えとして準備しておく必要もある。（香川）

学識経験者
　不況時・増税時に保険料率を引き上げる事は影響が大きいため避けるべき。
そのような状況でも保険料率を上げずに済むように、長期的な視点で安定的な
運営を確保すべきである。（茨城）

　保険といいながら国庫補助が入っているので、保険者機能を発揮し支出を抑
える努力が必要。長期的にみて貯められるときに貯めておく方がいい。（山
梨）

　健保組合をみると、平均保険料率が8.882％（26年度）に引き上がり、協会の
保険料率10％を超える組合も約18％あるといわれる中、協会だけが現状の国庫
補助を受け続けるのは困難ではないか。長いスパンで考えたときに、保険料率
を10％に据え置いて激変緩和率の早期の引き上げを行い、安定的な運営ができ
る方法をとっていった方がよいのでは。10％に慣れてしまえば企業も個人もそ
れに合わせて努力をする。保険料率を変動させることがかえってマイナスにな
るのではないか。（愛知）
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　健康保険の制度設計がもともと長期スパンで運用することができないから単
年度収支均衡の話になってしまうが、なるべく長期スパン（保険料率が下げず
に維持）で判断すべき。（三重）

　長いスパンで安定的な水準で推移していくことが望ましいのではないでしょ
うか。（宮崎）

○引き下げは慎重に行うべきという意見

被保険者代表
　5年間収支試算の前提条件である賃金は、将来何らかのアクシデントでもっと
下がることも考慮し、引き下げは慎重に行うべきではないかと考える。（東
京）

　中小企業の経済事情を考えれば、今後も保険料収入が伸び続け、今の財政状
況を保持できるかは疑問であり、保険料率引き下げは慎重におこなうべきであ
る。（静岡）

事業主代表
　現状を維持したほうが良い。5年収支のシュミレーションにあるとおり、保険
料率を据え置いた場合でも単年度収支が赤字となる可能性があることから、引
き下げるのは時期尚早であると判断し、しばらくは様子を見たほうが良い。
（沖縄）

学識経験者
　保険料率については、毎年の変動を避け、長いスパンで判断すべきであり、
来年度から保険料率を引き下げることについては時期尚早と思われる。　（長
崎）

　現状を維持したほうが良い。平成26年度の収支が好転したのは一過性の要因
によるところもあると思われるため、すぐに保険料率を下げるのではなく、も
うしばらくは情勢を窺ったほうが良い。（沖縄）

○一度料率を下げてから上げることは加入者の理解を得るのが大変なため現状維持

　　を求める意見

被保険者代表
　保険料率を下げることは簡単であるが、近い将来に再度上げる必要があるの
であれば、保険料率を上げることに対しては非常に困難が伴うため、今のとこ
ろ現状維持でもよいのではないか。また、糖尿病から人工透析になる患者も多
く、昨今、有名人の癌報道の影響で癌検査を受診される方も増加しており、こ
の機にしっかりとした対策が必要であり、対策費用を増加させることなどを考
慮してもよろしいのではないか。　（長崎）

　一旦料率を下げた後、再度引き上げる際に１０％に戻るならよいかもしれな
いが、１０％以上に引き上げることになったら、加入者の理解は得られにくい
のではないか。今の状態を少しでも長く続ける方がよい。（石川）

学識経験者
　将来的に上がるのであれば、留保という形で安定的に運営をしていただきた
い。下げてから上げるというのは抵抗がある。（山形）

　単年度収支について、平成１４年度と平成１９～２１年度の収支差がマイナ
スになっており、循環的な構造は変わっていないので、周期的に同じ問題が起
きてくることが考えられる。安易に準備金があるからといって保険料率を下げ
ると、次に上げるときは余計に負担が重たくなると考えられるので、すぐに下
げるという立場には立てない。（島根）

　料率を上げる時に理解を得るのは大変であったことを考えると、必ずしも料
率を下げて還元する必要はない。今後安定的な運営をするために準備金はある
程度残した方が良い。（大分）
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○毎年料率が変動するのは好ましくないという意見

事業主代表
　経営者としては、会社の収支計算が立ちやすい方が望ましく、一度料率を下
げてもまたすぐに上がり、毎年料率が変動するのは好ましくなく、長期的にな
るべく安定した方向で料率を決めていただきたい。（岩手）

　保険料率は上下するより、今の状態をできるだけ長く維持する方が望まし
い。
７年間で約２％保険料率を引き上げて現在がある。ここで短期間０．１％や
０．２％引き下げ、その反動で引き上げる際に１０％を超えるような事態にな
るぐらいなら、すこしでも長く１０％維持をすべき。（石川）

　料率変更による事務量などを考えると、毎年料率を変えることには賛成でき
ない。料率の引き下げにより、以前のような大赤字が出る可能性もあり、安定
した料率で運営してもらいたい。（大分）

○現状維持に関するその他の意見

被保険者代表
　準備金の積み上げについては、国庫補助があって積み上がっているいるとい
うことを考えると、料率を下げた場合には補助も下がる恐れもあるのではない
か。安定的な運営ができる水準で１０％維持。（山形）

　単年度収支均衡という考え方は貫いていくべきであるが、今後、医療費が上
がることは解りきっていることであるので、ここで保険料率を下げて国庫補助
率が引き下げられるようなことになるのであれば、現状維持でもいいのではな
いか。（千葉）

　準備金に一定の基準を定めて、基準を超えたら保険料率を引き下げるという
ことにして、現状維持するのがいいのではないか。（島根）

平成29年度に消費税率が上がることを考えると保険料率を上げてほしくない。
据え置きを基本に考えてほしい。（山口）

　保険料収入の増加の要因として、被保険者の賃金の増加とあるが、実際の手
取りが増えているという実感はない。医療費を抑えるような動きもあるが、医
療費の今後を予測するのは難しいため、保険料率は維持していく方向が良いの
ではないか。(香川）

事業主代表
　5年先の見通しが立てにくい今の状況においては、3つのケースでの見通しは
あまり確実性に欠けるため、現在の料率10.0％を維持することでいいのではな
いかと思う。準備金が増えたとしても協会の財政にとっては良い事なので、そ
こは割り切りが必要ではないか。（岩手）

　保険料率を上げるということは、事業主として大変な負担となるので、これ
以上の保険料率の上昇は勘弁してほしい。少なくとも、現状を維持する方向で
なんとかしてもらいたい。（秋田）

　現在は保険料収入が増加しているが続くとは思えない。準備金の確保も併
せ、現時点で引き下げは考えられない。（山形）

　保険料率はこのまま維持でいい。（岐阜）

　保険料率の平均が10％ですので、岐阜県の9.98は妥当ではないか。（岐阜）

　医療費がどんどん増えていき、将来どこまで上がるのか分からないそういっ
た危機感がある中で、そのためにできることは準備金をできるだけ積立て、将
来保険料率を上げなければならないときに、準備金を取り崩して保険料率の上
昇を抑えたほうがよいと考える。（和歌山）
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　事業主の立場で言わせてもらうと、短時間労働者を社会保険適用とした場
合、事業主負担が大きく増え、影響が大きい。料率は上げないことが基本だ
が、一度下げてもまた上がることが分かっているし、将来下がることは考えら
れないから、現状維持でいいのではないか。（山口）

　保険料率を下げることは難しいと考えるが、毎年、保険料率が上がっていく
ことを考えると、保険料率を維持することは、実質的に保険料率を下げている
ことと同じではないか。そのほうが可能性は高いのではないか。（香川）

学識経験者
　支部として考えると、全国で2番目に低い現在の料率を更に下げる必要はな
い。今のままの料率でもっと他のところに予算配分ができるのではないか、還
元すべきサービスがあるのではないかと思う。（富山）

引き下げるべき

○単年度収支均衡を原則として、下げられるときは下げてほしいという意見

評議会の意見
　引き下げられる状況であるのならば、引き下げるべき。しかしそれによって
また再度引き上げられることは大変なので、安定的に運営するためにはどうし
たらよいかを考慮しながら進めてもらいたい。（栃木）

　均衡保険料率を踏まえた保険料率（9.8％）を一定期間（2～3年程度）据え置
くべき。（岡山）

　福岡支部評議会の意見としては、平成28年度は料率引き下げを希望する。ま
た、現在の10.0％の保険料率を上限と考え、将来にわたりこれ以上の水準とな
らないよう努力していくことが重要である。（福岡）

被保険者代表
　5年収支見通しが出されたが、あくまで現時点でのものであり、来年度になれ
ば見通しは変わる可能性が大きく、5年先は分からない状況なので、ある程度予
測ができるこの先1年から2年間の見通しにより料率を決めるのが現実的であ
り、そのように考えると9.8%程度が妥当と判断する。（岩手）

　10％の保険料率負担はかなり厳しい。一方で、保険料率が毎年変動するのは
望ましくない。9.8％を3年程度のスパンで維持し、その後の状況に応じて再び
保険料率についての議論を行うべきと思われる。（福島）

　保険料率を下げられる時に下げるというのは、保険者にとっても、加入者に
とっても利益になると思われ、十分検討したうえで実施していただきたい。た
だし、料率を引き上げる時の問題もあるため、単純に引き下げるというのも問
題である。大きく引き下げるのではなく、引き上げられることがあることを踏
まえて決めるべき。（栃木）

　下げられる時は下げるべきと考える。料率を下げて数年後、単年度収支が赤
字になった時点で再び引き上げを検討すれば良い。（東京）

　柔軟に上げ下げできるのなら、下げたらいいと思う。（富山）

　上げることもあることを前提に、下げられるときは下げておいて、将来のた
めの取組みも併せて実施した方がよいのではないか。（富山）

　収支に見合うように上げたり下げたりするのが基本。上げるときは上げざる
を得ないから上げる、下げるときは色々な理由を挙げて下げられない、という
のは、保険料を払う側としてはいかがなものかと感じる。（福井）

　将来的に負担増となることは避けられないが、下げられるときに多少でも下
げたほうがいい。（長野）
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　加入者のためには、短期的でも引き下げをおこない、3年後、5年後に見直せ
ばよいのではないか。ただし、準備金が枯渇してからの見直しは10％以上の引
き上げの可能性があり、その事態は避けたい。（静岡）

　協会けんぽの保険料率は、これまで上がるか据え置きかの議論であった。料
率を下げることのデメリットばかりを強調すると今後も下げることはできな
い。料率を下げて、加入者に上がることもあれば下がることもあるという意識
を植え付けることも必要ではないか。（京都）

　財政構造の脆弱性は見られるが、準備金が十分にあり、収支均衡を原則とし
て保険料率を下げられるのであれば、保険料率をさげるべきである。（大阪）

　保険料率が２桁から１桁に戻ることの意義は大きい。５年収支の見込みを考
え9.8％程度に引き下げを行っていただくことを期待したい。（兵庫）

　単年度収支で考え、引き下げることができるのであれば引き下げるべき。
（和歌山）

　単年度収支で考え、引き下げることができるのであれば引き下げるべき。賃
金上昇率を見込んでもそのとおりにならないこともあるので、一旦引き下げて
２年後にもう一度５年収支を試算した時に引き上げなければならない状況であ
れば引き上げればよい。（和歌山）

　個人にしても企業にしても負担が大きいので、倍以上の余剰があるなら、料
率は下げるべき。 先の見通しは不確定な点も多いので、収支は単年度で考えた
方がよい。これだけ余剰があるのに保険料据え置きは、みな納得しないはず。
（広島）

　保険料率が上がる一方なので、下げられる環境ができているのであれば、一
旦下げてほしい。もし、このチャンスを失えば下げられるチャンスはもうな
い。料率を下げたという実績がほしい。（山口）

　単純に単年度収支と準備金残高の推移を見ると黒字であるし、また、熊本支
部は全国の中で保険料率は上位の位置である（今まで一度も下がったことがな
い）。下げるといっても大幅に下げるわけではないので、下げられるときに下
げても良いのではないか。（熊本）

 単年度で考えるべき、長いスパンで見た場合前提条件が変わる可能性がある。
10年くらい率が変わらない事が担保されるのであれば別だが、これだけ積みあ
がれば少し下げることも検討してほしい。（鹿児島）

事業主代表
　事業所側の希望としては単年でも、可能な限り保険料率を下げる方向で検討
いただきたい。(宮城）

　短期的には問題ないが、長期的には厳しいという試算が出ており、その中で
短期的にある程度利益が出ている状況で、国庫補助を下げられるということに
なれば、下げられるときに料率を下げておくべき。（栃木）

　来年は来年で考えられるということであれば9.9％で良いと思う。（埼玉）

　下げられる時は下げていただきたいが、将来また上げる時の上げ幅が急激に
ならないように配慮してほしい。（東京）

　法定準備金以上の準備金を保有することで、国庫補助が減額される可能性が
あるのであれば保険料率は単年度で収支が均衡する保険料率とした方が良いの
ではないか。（神奈川）

　引き下げられるときは、引き下げるのがいいと思う。安定的にやっても、激
変緩和措置によって変わるなら、とりあえず下げられるものは下げたほうがい
い。（富山）
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　景気も良くない中、下げられるときには下げるべきだ。（山梨）

　5年収支見通しが、必ずしもそのとおりになる訳ではなく、保険料率は、単年
度毎に決めるべきである。28年度については、料率9.7％で収支均衡し、かつ準
備金残高も十分に積み上がっていることから、準備金を取り崩して、9.5％程度
まで下げても良いのではないか。その後、上げる必要が出れば、医療費適正化
の努力により、できる限り低く抑える。それが本来の姿である。（京都）

　保険料率を9.7％にしたとしても平成28年度は黒字になることを考えると、来
年度は保険料率を9.7％まで引き下げて、平成29年度以降については、またその
時に議論すればいいと思う。また、2年ごとに収支見通しを立てるということで
あれば、やはり下げられるときに下げて、2年間は低い水準で据え置いて、2年
後に再度見通しを立てた時に、その後の保険料率を見直せばいいのではない
か。（奈良）

　これまで協会から提出された数値を基に議論してきたが、5年後の想定がしづ
らい。そのときどきの収支に合わせて保険料率を変更していくことが理にか
なっている。準備金が増えすぎると政府が口を挟んでくる可能性があることも
懸念される。（鳥取）

　保険料率の変更による事務的な負担があっても、保険料率の見直しは必要で
ある。保険料率を引下げられるときは引下げるべきと考える。（岡山）

　経営者の立場として申し上げると、平均保険料率を下げるのであれば基本的
にはできる時にしておかないと、いくら資産があってもできないことがある。
時期や金額に関わらず、当たり前の話だ。（高知）

　下げられる状況の時には保険料率を下げることも必要。中小企業は10％の保
険料率は高いという意識がある。また、引き下げを行うことで加入者・事業主
の意識も変わる部分があるのではないか。（福岡）

　引き下げるべき。これまでは単年度収支均衡を理由に引き上げられ、将来も
不透明な中では、やれるときにやっておかないと先のことはわからないという
のが率直な気持ちである。（佐賀）

　事業主をはじめ加入者の多くが、保険料率は、いつまで、どこまで上がって
いくのかと不安な中、引き下げられるときに引き下げておくことはたいへん重
要かつ必要なことだと思う。（佐賀）

　国民皆保険なのに、保険の加入先によって保険料負担が異なるのはおかし
い。税率が国民によって違うようなもの。協会の保険料率は特に高い方なのだ
から、利益が出たのならまずは下げるべき。（広島）

学識経験者
　保険料率について、医療保険は単年度収支均衡が原理原則であることを考え
ると引き下げる選択はありうると考える。保険料率を引き下げることにより協
会のみならず加入事業所において事務作業をはじめとした膨大なコストがかか
るのであれば現状を維持すべきであるが、そうでなければ引き下げてもよいと
考える。（北海道）

　資料2では、28年度以降、仮に9.9％にした場合、29年度に収支のマイナスが
見込まれるということで、その時にまた判断してもいいのかなと思います。
（青森）

　短期的には下げるべきだと思われる。長期的には財政が厳しくなるのは間違
いないとのことだが、厳しさが前提にあるので料率を引き下げないというので
は、なかなか国民の理解は得られない。下げる場合も、長期的な見通しも含め
て厳しくなるということをいかに周知するかが合わせて大事になる。（栃木）
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　いずれかの考え方を取ったとしても、その試算がどれだけ正しいのか検証で
きない議論を強いられている。我々は。平成28年度の保険料についてのみなら
ず、毎年保険料をどのように考えるか議論しているが、法定準備金は、一か月
分は準備しなくてはならないと法律に定められており、これを確保する必要が
ある。そのために必要な予測を立て、その予測をクリアするように料率をを定
めるというのが正しい考え方だと思うが、更にそれを超えて二倍以上保有して
おかないと安定的に運営できないのではないかという考え方を同意するかどう
かということについては、健康保険は強制加入であり、法律が定めた金額以上
に、安定的な運営をするためという名目といえども、それを根拠とするのは、
そう褒められたことではないのではないのかという気がする。加えて、国の制
度でありながら都道府県ということで料率の差をつけている訳だが、保険料を
払うということと、給付を受けるという貸与関係をなんでも細かく行うという
ことであれば、単年度で考えていくのが一つの基本なのだろうと思う。長期間
で法手準備金が確保し続けられていくような考え方は、そもそもその試算の客
観的な支持率も低いし、考え方からいっても必ずしも正しくないのではないか
という気がする。結論としては、単年度の収支均衡の原則に基づくべき。ただ
し、単年度収支に基づくと、明らかに一年後、二年後に法定準備金を下回って
しまうという試算が明らかに成り立つのであれば、必要な限度において複数年
度に渡り資産を保つという考え方でよいのではないか。（栃木）

　単年度収支均衡という原則からみても、また、27年度の保険料率に関する千
葉支部評議会としての意見として「平成28年度の協会けんぽの保険料率算定に
あたって、平成27年度の単年度収支が黒字の見込みとなる場合においては、保
険料率の引き下げを検討すべきである」と提出している以上、その整合性から
みても保険料率は引き下げるべきである。なお、料率の下げ幅については、い
ろいろなシュミレーションがされているようであるが、専門的な見地も入ると
考えられるので、運営委員会等に委ねるべきである。（千葉）

　現在の加入者にかかる保険料率である以上、現在の加入者の医療費、賃金水
準に見合った保険料率を適用すべき。現在の加入者の貯めた準備金を将来の加
入者の保険料率を引き下げるために使用してよいのか疑問。（石川）

　毎年、均衡保険料率で決定すべき。中長期的な見通しといっても、経済状況
等は見通しどおりになるとは限らない。（石川）

　保険料は下げられるときに下げて欲しい。（岐阜）

　本来、保険料率は収支均衡が原則で毎年変動するので、下げられる状況にあ
れば下げる方が良いが、その後、引き上げる時には、保険料率の上限はこれま
で通り１０％が限界であり、これまでのような国への陳情を行うことがないよ
う事前に事業主、加入者への周知、理解を得ておく必要がある。（大阪）

　財政が厳しい時には保険料率を上げてきたのだから、黒字の時は保険料率を
引き下げるのが妥当。（和歌山）

　医療保険は単年度決算なので、準備金が積み上がっているときは基本的には
引き下げるべきと考える。（和歌山）

　下げられるときは下げたほうがよいのではないか。もともと、支部の財政に
合わせた料率になるべきということで制度が始まったはず。（鳥取）

　法定準備金を確保していく必要はあるが、長期的な安定は国の責任でもある
わけだから、均衡保険料率で考えて保険料率を下げた方がよい。公的な負担を
政府にきちんと要望するのも保険者機能の重要な部分と考える。（愛媛）

　近年の保険給付費の傾向を見ても、今後急激に医療給付費支出が増加するこ
とはないのではないか。それを踏まえ、社会保険の原則どおり保険料率を下げ
られるときにはできる範囲で下げるほうがよいと思われる。（福岡）

　保険料率引き下げが可能であれば引き下げるべき。ただし、なぜ引き下げを
できることとなったのか、要因・背景を分析し、きちんと加入者に説明するこ
とが必要。（福岡）
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　この間、支部の議論では、10%を超える保険料は限界であり、たいへん厳しい
として、反対してきた。そこに10%のままでよいということは矛盾している。引
き下げられるのであれば、当然、引き下げていくことが、これまでの議論から
の一貫性もあり、必然ではないか。（佐賀）

○一定の準備金残高を保有できるのであれば料率を引き下げるべきという意見

評議会の意見
　準備金残高の将来予測を考慮し、全国平均保険料率を9.9％に引き下げ、その
後は経済動向を注視し、次回以降保険料率をどうするか改めて議論する。（埼
玉）

　中長期的な経済情勢を予測することは難しく、慎重に考えるべきではある
が、準備金を必要以上に積み上げることにより、外部から批判を受けることも
あるので、平成31年度に法定準備金が確保できる水準（9.8％程度）まで保険料
率を引き下げてはどうか。加入者・事業主に対して保険料率を下げたという
メッセージを送ることも大切である。（徳島）

被保険者代表
　保険料率について、9.9％に引き下げた場合、5年間賃金が上がらなかったと
しても1兆円の準備金が残る試算結果がでていることから、引き下げていただき
たい。また、数年間は引き下げた保険料率としていただきたい。（北海道）

　平成28年度の平均保険料率を10.0％で維持した場合、準備金が増え、国から
の補助金が削減されることが考えられる。また、厚生年金の料率は毎年上昇し
ていく状況もある。それらを考慮すれば健康保険の料率については下げられる
ときには下げるべきと考える。（岩手）

　「長期的スパンで安定的に運営できる水準」とする意見もあるが、準備金が
積みあがれば国庫補助率を下げるという話にもなる。長期的スパンで考えるこ
とは大切だが、準備金を必要以上に蓄える必要はない。（福井）

　保険料は安い方がいいが、安心して医療を受けるには、協会けんぽがギリギ
リの状態で運営することがいいとは思えない。準備金は必要。しかし、一定レ
ベル以上は保有する必要はなく保険料率に還元すべき。（福井）

　賃金上昇率0％は考えづらく、わずかでも上昇すると思われる。保険料率は、
上げる一方でなく、下げることが可能な時は下げるべきである。試算結果によ
ると、9.8％であれば、31年度まで法定準備金を確保できる見通しなのだから、
28年度は下げるべきである。（京都）

　加入者は受身であり、なかなか意見反映できないが、準備金が余っているの
であれば料率を下げてもらいたいと思っている。また、納得させるためにも妥
当な数字をベースに考えるべきであり、協会けんぽ設立以降、保険料率の引き
上げが続いているため、一度は下げた方が良いのではないか。（大阪）

　現状の見通しでは、2年後の準備金残高は多く残っており、法定準備金もクリ
アしているので、今の下げられるときに下げられるだけ下げておくべきではな
いか。（奈良）

　下げられるときには下げたほうがよい。準備金もある。鳥取支部の保険料率
は、鳥取支部の努力により医療費が抑制されている部分もあると思う。（鳥
取）

　平成２４年度に保険料率を０．５パーセント上げて、準備金がどんどん積み
あがっているのは保険料率を上げすぎたからではないか。多少下げてもよいと
思われる。（島根）
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　今まで協会の保険料率は現状維持または上がるという選択肢しかなかった。
しかし、準備金が 法定準備金を大幅に超過し、緩やかに景気が回復している状
況でもあり、ぜひ保険料率を下げていただきたい。将来的に準備金が多くなれ
ば、一部は国庫に返還することとなり、加入者に還元することができない。そ
れらを踏まえ、保険料の将来的な試算について、何％が妥当か真剣に考えるべ
き。（広島）

　法定準備金が多くなると国庫補助が少なくなる。だからといって、不足した
ときに必要な補助金がもらえるのかという問題もある。ただ、5年収支見通しを
みて法定準備金を満たしているのであれば保険料率を下げた方がよいのでは。
（愛媛）

　5年収支において、厳しめの試算でも保険料率を下げても5年程度は法定準備
金の水準を維持できるようである。下げられるときには保険料率を下げていた
だきたい。（福岡）

　保険料率を下げても、準備金を残し過ぎても、国庫補助の影響は懸念される
が、賃上げについては、今後も右上がり傾向で急激に落ち込むことはないもの
と思われ、最低賃金も上昇傾向であることを踏まえると、保険料率を９．９％
にしても体力的には問題ないものと思われる。　（長崎）

　料率を下げたいということであれば、1兆何百億円の準備金があり、そのうち
法定準備金が6,500億円くらいとありますが、その分の差額だけでも料率を下げ
ていただけるような方策を示していただけると良いのではないでしょうか。
（宮崎）

事業主代表
　賃金の伸びが過去１０年平均（マイナス０．２％）かつ保険料率を９．８％
に下げても３１年度の準備金は法定準備金くらい、６，４００億円残るという
のであれば、制度は維持できるのではないか。保険料率を下げる方に賛成した
い。（秋田）

　経営者側の立場からすれば、10％の全国平均保険料率は高いと言わざるをえ
ない。平成26年度決算において、準備金残高が10,647億円となっている状況で
あり、引き続き10％の料率とすることは納得できない。平成31年度の法定準備
金が6,600億と見込まれるのであれば、保険料率の変動はその準備金残高に合わ
せていくべきではないか。保険料率を9.8％に変更した場合、平成31年度の準備
金残高の見込みは賃金上昇率が最低のケースでも6,400億円と見込まれている。
いったん9.8％に引き下げて、今後は年度ごとに準備金の推移を見つつ柔軟に議
論をして見直していけばよいと思う。（福島）

　保険料率については、準備金は法定準備金をギリギリ保ちながら国庫補助を
確保できる水準で考えてはどうか。加入者・事業主は安い負担で済む。準備金
6300億円を確保する範囲の中で保険料率を決めていただきたい。（滋賀）

　今回は、料率を下げておいて、準備金が不足すれば上げるという考え方で良
い。（京都）

　法定準備金を超えてさらに積み上がっている状況であれば、当然、保険料率
は下げるべきではないか。（大阪）

　これまで財政が赤字傾向と訴えてきて、保険料率を上げれば大幅な黒字とな
り年度ごとの予測が難しい。ただ料率をあげるのも下げるのも根拠が必要であ
り、準備金残高の見込みを考えても今回は引き下げを行い今後はその都度適正
な料率に見直すべきである。（兵庫）

　売り上げが横ばいで利益が減少傾向の中社員の給与も上げられない状況であ
る。準備金が法定額以上に積みあがっているのであればぜひ引き下げを検討し
てほしい。（兵庫）
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　保険料率を10.0％に据え置いた場合、準備金残高がさらに増加する。そこに
目をつけられて、16.4％となった国庫補助率を再度13％に戻そうという議論が
出るようなことがあれば、これまでの努力が無駄になってしまう。我々からの
保険料収入で積み上がった準備金がもとで、国庫補助率がまた下げられるとい
うことがあってはならないので、準備金が多いのであれば切り崩してでも保険
料率を下げるべきである。（奈良）

　事業主や被保険者が努力して積み上げてきた準備金を国が返せというのは、
もってのほかである。新たに積み上がった準備金の16.4％を差し引かれるくら
いなら、保険料率を引き下げて、準備金残高については法定準備金を少し上回
るくらいでいいのではないか。（奈良）

　国庫に返納する分が発生しているぐらい準備金が積み上げられている状況で
あれば、保険料率は引き下げておくのがよい。（和歌山）

　リーマンショック前の状況には戻っていないが、徐々にではあるが回復基調
であることは間違いない。財政が厳しい時には国に補助率を上げるよう要求し
てきた経緯があるので、準備金がここまで積み上がると国の補助率が下げられ
ることも考えられる。財政が厳しい時には8.2％だった保険料率が10％まで引き
上げてきたのだから、財政状況がよくなり引き下げることができるのであれば
引き下げるべき。今後財政状況が悪くなったときにはまた引き上げればよい。
（和歌山）

　準備金は景気変動等による不測事態に対応するためのもので、過大に積み上
げる必要はない。（鳥取）

　平成31年度に法定準備金が確保できるというなら、引き下げても良いのでは
ないか。ただし、保険料率の変更による事務的な負担を考慮すれば、2～3年は
一定であることが望ましい。（岡山）

　法定準備金を超える準備金が確保できているならば、準備金を利用して保険
料率を引き下げることができるのならば下げたほうが良い。努力すれば下げる
ことができることを示したほうが、さらなる努力に結びつくのではないか。
（香川）

　9.8％の平均保険料率で、賃金上昇率が過去１０年間の平均という前提で試算
しても、平成３１年度に6,400億円の準備金が残ることを考えると、最低でもこ
れくらいは下げないといけない。（高知）

　近年の景気回復もあり企業としては従業員の賃金を上げないと人材が確保で
きないという状況もあることから、社会保険料負担が増えるのは厳しい。毎年
準備金の状況を見ながら引き下げも行っていただきたい。（福岡）

　５年収支見通しや準備金の保有状況を踏まえれば、平均保険料率の9.9%への
引き下げは可能であり、9.8%まで引き下げても財政的には問題ないように思
う。（佐賀）

　準備金を積み立てておいても、財務省等から減額される可能性もあり、協会
けんぽとして、今後も国庫補助率２０％の実現を目指すのであれば準備金を積
み立て過ぎることは好ましくなく、５年収支見通しから判断すれば、保険料率
は９．８％まで下げることが可能ではないか。　（長崎）

学識経験者
　10％を上限として、準備金の著しい不足を招かないような形で弾力的な措置
を講じていただきたい。（青森）

　保険料率10％で据え置いた場合は準備金を貯め過ぎという感じがある。保険
料負担を軽くするという意味で、料率を下げるということもあり得ると思う。
ただ、今後の先行きが不透明ということもあるので、平成31年度時点での一番
悪い状況を想定した場合でも法定準備金が確保できるため、9.9％が現状の判断
としては良いのではないかと思う。（埼玉）
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　国庫補助率16.4％が変わらず、各支部単位での準備金保有が認められていな
い現状では、料率を下げられる時は下げるべきではないかと考える。（東京）

　現状の数値では、料率を下げるべきである。（東京）

　5年間くらいの中期的なスパンで考えて、法定準備金と準備金残高が同程度に
なるのがちょうど良いと思うので、9.8％が妥当と考える。（東京）

　法定準備金は6,500億円のため、この部分のみ確保し、余剰分を保険料引き下
げに反映させる、という考え方がシンプルで、本来あるべき姿ではないか。
（新潟）

　準備金を持ちすぎるのは加入者に説明がつかないのではないか。現役加入者
に対するインセンティブを考慮するのであれば、財政的に余裕があるときに少
しでも保険料を下げておくべき。（石川）

　長期的に考えすぎるといつまでたっても保険料率の引き下げは不可能。
現在の準備金水準を考えると保険料率の現状維持は加入者に説明がつかないの
で引き下げは必要。だが、将来医療費が増大するのは避けられないので下げ幅
は小さくすべき。（石川）

　昨年、下げようと思えば下げられた。31年度までの予測で、平均保険料率
9.9％なら法定準備金を下回らないという予測が出ているので、今回下げてもい
いのではないか。（山梨）

　保険料率を下げられるときは下げ、準備金も法定準備金の額を維持すればよ
い。法定準備金額を超えた分は取り崩してよい。（長野）

　準備金残高が1兆5千億円ほどあった平成4年度に、国庫補助率が13％に引き下
げられた状況を考えると、今後も準備金が積み上がれば国庫補助率が引き下が
るという懸念がある。また、景気などのリスクを考えると極端に保険料率を下
げるのも危険であり、9.8％程度が安全ではないか。（愛知）

　収支見通しは、今後の経済状況によって大きく左右されるため、5年収支見通
しのみで議論しても、あまり意味がない。現実に、準備金が積み上がっている
のだから、法定準備金の水準になるまでは、料率を下げるべきである。10％据
え置きでは理解を得られない。（京都）

　法定準備金を超過する準備金の16.4％相当額が国庫補助から控除されること
を考えれば法定準備金以上の金額が積みあがらないよう料率を設定すべきであ
る。（兵庫）

　賃金上昇率が3ケースあるが、過去10年間の平均で一定のケースであっても平
均保険料率が10％であれば現在の準備金残高をほぼ維持できる。また、法定準
備金が6,500億円ほどで、新たに積み上がった準備金の16.4％分が国庫補助から
差し引かれることを考えると、一つの結論として、保険料率10％据え置きとい
うのはあり得ないのではないか。賃金上昇率がどうなるかで答えは変わるが、
仮にゼロ成長だったとしても、9.8％であれば、単年度収支は赤字になるもの
の、法定準備金はなんとか上回ることができ、国庫補助を減額されることもな
い。事業主、加入者にとっても保険料の負担が下がることから、9.8％でいいの
ではないかと思う。ただし、昨年、収支均衡保険料率が9.74％であったにもか
かわらず、最終的には10％とされた経緯を考えると、今回も安全策を取って支
部から出した意見よりも高い保険料率で決定される可能性もあるので、思い
切って9.7％まで引き下げでいいのではないか。（奈良）

　準備金1兆3,300億円は積立額としては過大という印象である。前向きに引下
げを検討すべきであり、その際、均衡保険料率を踏まえた保険料率9.8％という
のが安定的な数値だと考える。（岡山）

12



　将来がよめない状態でよむことは難しい問題。保険料率を9.9％とした場合に
は、平成31年度は法定準備金が9,600億円を超えている。予測されている法定準
備金が6,600億円であり、その金額を下回らない限りは、少しでも低くした方が
よい。出来るときに。（愛媛）

　将来がはっきりとわからない以上、どういっていいか分からないが、法定準
備金が適正な水準であればよいのでは。（保険料率を下げる）（愛媛）

○協会や加入者等による取組みの成果を還元すべきという意見

評議会の意見
　これまでかなり厳しい中でも事業主・加入者の皆さんに負担を迫ったという
ことからいくと、努力の結果や、景気がよくなれば、保険料率の引き下げもあ
るということを示すことも大事ではないか。（愛知）

　激変緩和率の問題は残るが、「頑張れば保険料率が下がるんだ」という事業
主や加入者へのメッセージになると思うし、高知支部評議会の統一した意思表
示として、平均保険料率については9.7％以下にすべきである。（高知）

被保険者代表
　個人としては少額でも、事業所にとっては大きい。がんばったら次年度には
保険料率が下がるということが、モチベーションの中で大事だ。変動を恐れる
よりチャレンジすることが大切だ。（山梨）

　努力した成果が表れるべき。準備金は法定分あるので、単年度でも下げられ
るのであれば下げてもよいのではないか。健康保険料率は長期のスパンで考え
ることにそぐわないのではないか。料率を上げ下げすれば加入者が関心をもつ
ことにつながるのではないか。（鳥取）

　事業所の努力が報われたと実感できるよう、一回は保険料を引き下げてほし
い。状況に応じ、悪くなればその都度負担をお願いするのが、本来のあり方な
のではないか。（広島）

事業主代表
　最低賃金が上がっている、消費税率も上がる、事業者側は負担が増えるばか
り。保険料率が下がるという朗報があれば事業者側としては嬉しい。ジェネ
リックの使用率上昇や健診受診率上昇により保険料率が下がりましたと言え
ば、被保険者側の行動が変わってくる部分があるのではないか。さらに、鳥取
支部は中四国で最も料率が低い支部であり、その点をＰＲすれば支部加入者は
より一層、協会事業に協力的になるのではないか。（鳥取）

学識経験者
　事業主にとっては低い方がいい。将来のために一定というより、下げられる
ときは下げた方が支部としてのインセンティブがあり支部への期待というのも
大きいのではないか。（山梨）

　協会は病気予防対策やジェネリック医薬品への切り替え等の事業を熱心に実
施していて、その努力が実ったという見せ方もあるわけだから、一旦保険料率
を下げるべきだと思う。（山口）

　下げられる状況にあるのなら、加入者の負担軽減のためにも下げるべき。協
会けんぽの保険料率は大手健保組合に比べて、まだまだ格差（割高感）があ
る。また、収支好転の理由のひとつでもある「医療費の伸びが予想より抑えら
れた」ことも、加入者の努力の成果であるかもしれないので、しっかりと加入
者に還元すべきである。（沖縄）

○加入者の負担を少しでも減らしてほしいという意見

被保険者代表
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　加入者と経営者の利益を優先するというように、下げられる時は下げていた
だき、必要に応じて調整を加えながら行っていただきたい。但し10％以上には
絶対にならないような施策とするのが一番望ましいし、特に今は労働者が厳し
い状況に置かれており、経営者も同様な状況であることから負担が少ないに越
したことはない。（青森）

　政府が賃金の引き上げの方針を打ち出しても、地方の中小企業においては賃
金はなかなか上げられない状況。さらに震災復興事業は大手の一部上場企業が
参入し、岩手県の中小企業までその恩恵が届いていない状況である。以上のこ
とを踏まえれば、料率は下げた方が望ましい。（岩手）

　医療費が上昇している現状は理解しているものの、なるべく加入者の負担感
が少なくて済む保険料率としていただきたい。　(宮城）

　被保険者にとって少しでも手取りが増えたほうが良いので、保険料率を下げ
ることが可能なときには下げた方が良い。（神奈川）

　給与が上がっていない中、年金保険料は上がり続けているので、健康保険料
だけでも下げてもらえるとありがたいのが本音のところ。（石川）

　労働者側からすると、下げられるときには下げてほしい。（山梨）

　保険料率引き下げにより加入者の可処分所得が上がることは良いことではな
いか。（奈良）

　賃金は上がりつつあり、経営者にとっても２分の１の会社負担が大きくなる
ことは確かである。一方労働者としても手取りが増えるのはいいことなので、
少しでも下げられるなら下げていただきたい。（島根）

　労働者の賃金は確かに多少上がっているが、賃上げがない会社もある。そう
いったことを考えると、保険料率を下げれるときには、下げてもらえると助か
るというのが本音。上がるときは我慢しなければいけない。（愛媛）

事業主代表
　人口減少に伴う雇用問題など様々な問題をかかえており、廃業も考えざるを
得ない地方企業の状況を鑑みると、保険料率は下げていただきたい。（北海
道）

　運営委員会の意見では、状況に応じて引き下げるという意見の方が多いので
はないかと思われます。特に中小企業の経営が厳しいという意見は、市内から
外れた郡部に行くほど大変な状況ですので、いくらかでも下がるという状況は
助かるし、加入者も望んでいるのではないかと思われます。（青森）

　経営者として料率が下がれば嬉しいが、その反動で将来、急激に上がるのは
困る。（東京）

　中小企業にとっては人材の確保が重要であり、採用を考えれば手取り賃金は
少しでも高い方が良いので保険料率は低い方が良い。（神奈川）

　立場上、低いに超したことはない。また、あまり変動するのは良くない。あ
る程度の期間を見据え、同じくらいの推移で考えた方が、安定するだろう。
（新潟）

○料率の引き下げと激変緩和率の引き上げを組み合わせてはどうかという意見

被保険者代表
　平均保険料率を9.8％に引下げても財政的に問題ないようであれば、保険料率
9.8％を一定期間据え置き、激変緩和措置の変更はできるだけ小さい方向という
のがよいのではないか。（岡山）
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　平均保険料率を下げるのであれば激変緩和率との兼ね合いが重要である。結
果として高知支部の保険料率が上がることがないよう、事業主や加入者が実感
できるような思い切った下げ幅が必要である。（高知）

事業主代表
　庶民的感覚で言えば、3年程度のスパンで考えるべきであり、激変緩和率の引
き上げと併せて保険料率も9.5％まで引き下げれば、保険料率の高い支部の負担
感も少なくなるのではないか。（愛知）

　総合的に考えるならば、激変緩和率が緩やかに上がると見越して平均保険料
率を小幅下げるという判断が妥当ではないかと思う。（熊本）

学識経験者
　長期的な視点で将来上げる可能性があるのであれば、下げることには慎重で
あるべきと思う。ただ、激変緩和率が上がればその分熊本県の保険料率は上が
ることになるので、最終的な負担（支部保険料率が）上がらないように、平均
保険料率を下げておくという方法があるのではないか。（熊本）

　総合的に考えるならば、激変緩和率が緩やかに上がると見越して平均保険料
率を小幅下げるという判断が妥当ではないかと思う。（熊本）

○引き下げに関するその他の意見

評議会の意見
　保険料率は下げるべき。料率は9.7％以下。（広島）

被保険者代表
　経済動向等を考慮すれば9.9％で良いと思う。（埼玉）

　保険料率の据置きにより、現在加入している被保険者の保険料が準備金とし
て積み上がり、結果として将来加入するであろう被保険者の保険料負担を軽減
することになる。今の被保険者が本来負担すべき以上の保険料を負担している
こととなり不公平である。（神奈川）

　下げていただけるとありがたいが、下げ幅は検討の余地がある。将来の急激
な引き上げにつながらないように、下げ幅は圧縮したほうがよい（石川）

　国庫補助率が20％であるときに保険料率は何パーセントになるかを考えるべ
きであり、国庫補助率が一方的に下げられていて、保険料率が10％になってい
ることを考えれば、もともとの8％前後に本来は引き下げるべきではないでしょ
うか。（宮崎）

事業主代表
　平均9.8％が良いと思う。景気は良くなりそうもないが、試算からすると
9.8％が妥当。2、3年での見直しが良い。（新潟）

　現実として、中小企業にとっては10％でも厳しい。評議会は、そういった現
場の声を聞くことが目的であり、料率を下げることがもたらす、今後の政府へ
の追加支援要請の際の影響等は、評議会で議論する内容ではないと感じる。
（京都）

学識経験者
　保険料率は長期的に安定推移していくことが望ましいと考えるが、一定程度
の期間の収支試算結果において安定するのであれば、様々な要素を総合的に勘
案したうえで、将来に不安を残さない範囲内で引き下げることも考えるべきで
はないか。（北海道）

　去年は消費税という撹乱要因があったので、判断が難しくなっている。た
だ、サービス業などでは人手不足となっており、普通であれば賃金がこれから
尻上がりになるだろうと想定されるが、まだその兆候が見えない。そのため、
保険料率を下げるとしても9.9％ぐらいではないか。（埼玉）
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　下げるべきだが、どの程度下げるかについては、景気の先行き不透明な状況
で、単年度収支のみで判断することは疑問。３～５年を見通してしっかりと考
えるべき。若干財政が良くなったからと言って下げ、また財政が悪くなったと
言って上げる、ということが最もよろしくない。加入者から10％は限界という
声が上がっているため、10％を絶対に超えないという意気込みで計画を立てる
べき。健康保険制度を維持するためにも、変動の繰り返しは望ましくない。
（新潟）

たとえ0.1％でも下げるべき。財政基盤の安定化図りたいという考え方は健全で
あるが法定準備金残高がこれだけあると国庫補助を引き下げる話が出てくる。
また、保険料率を下げたとしても10％を維持したとしても、近い将来必ず保険
料率を上げる議論が必要となる。となれば、10％維持が財政を安定させる根拠
とはならないので、下げられるときに下げたほうが本来の趣旨にかなう。（長
野）

　保険料率は9.7％から10.0％の間で決めなければならないということでなけれ
ば、一旦9.4％くらいまで引き下げて、準備金を切り崩して、そこからは単年度
収支で毎年見直していくという考え方も出来るのではないか。（奈良）

　健康保険組合や共済組合と比べて協会けんぽの料率は高いため、少しでも近
づけていくという視点が必要ではないか。（鳥取）

　今回の保険料率の議論の趨勢としては、平均保険料率を10.00%から9.80%ない
し9.90%のどちらかに引き下げるということで落ち着くだろうと思う。（佐賀）

　28年度の料率は27年度の料率それ以下で希望する。（宮崎）

　準備金を法定準備金まで取り崩し均衡保険料率にして、29年度以降は法定準
備金まで準備金が積み上がらず単年度収支が危機的状況になったら国庫補助率
を20％要求してもいいのではないか。（滋賀）

その他

評議会の意見
　保険料率について準備金が著しく減少とならないよう10％を上限とし、下げ
る時は下げる、上げる時は上げる弾力的な対応を図っていただきたい。（青
森）

　法定準備金を超える準備金を取り崩して保険料率を引き下げするか、あるい
は、現状の保険料率を維持して安定的に推移させるか、両論があるかとは思う
が、少なくともこれ以上は、加入者、事業主の負担が増えないようにしていた
だきたい。（宮城）

　10％の保険料率はかなり厳しく、10％以上にすべきではないというのは福島
支部評議員の共通意見である。中期的に3年程度一定の保険料率が維持できるな
らば、引き下げをすべきという意見と、協会の赤字構造の改善が見込まれない
ため、引き下げせずに10％の全国平均保険料率を維持していくべきという意見
があった。（福島）

　保険料率を下げることが可能なときには下げた方が良いという意見がある一
方で、現在の準備金でも決して楽観できる額ではないので保険料率は頻繁に変
動させるより中長期的に安定させたほうが良いという意見の両論があった。
（神奈川）

　大半は、将来のことを考えて保険料率を据え置くべきという意見だが、現在
の準備金残高を考えれば今回は下げるべきであるという少数意見もある。（山
口）

被保険者代表
　被保険者としては引き下げてほしいが、大きく上げる場面になった場合に、
説明に苦労するのではないか。国庫補助は不可欠であるが、保険料率を下げた
場合、国庫補助を減らされるのではないか。（秋田）

16



　単年度収支均衡の原則の考え方で上げ下げするのではなく、もっと長いスパ
ンで安定的な運営が行えるようにした方がよいと思う。（栃木）

　下げるという意見には慎重である。財政的な赤字構造というものを具体的に
示していただき、その上で議論すべきではないか。（栃木）

　保険者としては、安定した制度運営、制度維持といった観点から、あまり大
幅に保険料率を変更しないで、平均的な保険料率での運営といった考え方も理
解できるが、保険料率を引き下げられるときは下げるのが保険の特徴なので、
そういったところのバランスが重要である。（群馬）

　据え置き中が10％であること、補助金減額の前提に10％が想定されているこ
とを理由に、惰性的に10％ありきの議論は望ましくないと考える。（千葉）

　補助率の問題で据え置いた期間を除き保険料率の上昇時には単年度収支を理
由としていたこと、加入する企業数の上昇が見込まれること等を考えれば、長
期的に一定の率を前提とする時期にはないと考える。（千葉）

　基本は単年度収支均衡で考えていくべきであって、将来的な財源ありきで考
えるべきではない。（千葉）

　慢性的な赤字構造であるのであれば、単年度ではなく長期的な期間で考える
ことも必要なのではないか。（千葉）

　全国的に見ても、10％の保険料負担率は加入者、事業主にとって、もはや限
界である。激変緩和措置をとる、とらないは別にして、最高都道府県保険料率
を10％とし、そこから水準をベースダウンするのはどうか。（新潟）

　毎年、年金保険料率も少しずつ上がっているため、激変緩和率4.4/10にする
と、新潟の場合、年金で上がった分を健康保険で下げることとなり、バランス
が良い。（新潟）

　健康保険の安定的運営を考えると、下げられるところまで下げるのは危険。
（新潟）

　準備金が積みあがっても保険料率を下げても、両方「体力あり」とみなされ
国庫補助率引き下げの理由になり得る。保険料率引き下げを担保する別の観点
として、共済組合や健保組合と比較して保険料率や加入者の支払能力がどうな
のか、という全体でみる観点も必要。（福井）

　短期スパン（保険料率を下げる）でも長期スパン（保険料率を下げずに維
持）であっても、その決定過程を加入者の方に対して丁寧に説明すべき。（三
重）

　5年収支見通しは、料率を下げた場合、それを固定する前提で試算している
が、毎年、料率を見直してもいいのだから、試算方法がミスリードにつながる
恐れがある。（京都）

　協会けんぽは、医療費抑制に取り組んでいるのに、医療費が上がっていく前
提で保険料率の議論をすることに違和感を感じる。（京都）

　インフルエンザ等の流行によっては、医療費の支出が急激に増加することも
ある。それを考えると、現時点で適正な準備金残高を計るのは困難だと思う。2
～3年間は保険料率を安定させ、準備金ではまかなえないという不測の事態が生
じた場合には、保険料率の引上げにも理解を得られ易いのではないか。（岡
山）

　保険料率を下げるにこしたことはないが、保険料率の変更は事務的に面倒な
ので、料率の維持でもいいと思う。（山口）
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　中長期的な視点から、保険料率を引き下げるというよりも将来にわたって保
険料率の引き上げがされることがないようにしていただきたい。厚生年金保険
料率も年々上がっており、同時に上がることは避けていただきたい。（福岡）

　5年収支の見通しを見る限り、状況的に9.9％に下げても良いように思うが、
複雑に絡んでいるようで判断が難しい。
心配されるのが、財務省への対応である。財務省から仮に「準備金も積み上が
り、保険料率を引き下げる余力があれば国庫補助を見直す」と出られた時に、
納得させられる説明に苦慮しはしないか？また、加入者への説明も、下げると
きにはよしとして、更に上げるときには、かなり大変な説明が必要になりそう
である。（熊本）

　加入者は中小企業が多いわけであり、10％が上限だろうと思います。（宮
崎）

 年齢・所得などは加味されているが、病床数や離島が多いなどそういうことも
含めて保険料率の算定に加味するべきである。（鹿児島）

事業主代表
　平均10％を限度として、「下げる時は下げる。上げる時は上げる」ことの方
がよろしいのではないでしょうか。（青森）

　小さい企業もあり、そのような企業の負担感を考慮すれば、長いスパンで考
えた方が良い。（栃木）

　法定準備金と国庫補助をどう考えればよいか非常に難しいが、安定的な運営
をするという観点がよい。（栃木）

　基本的には、安定した運営をすべきである。平成26年度は黒字であったが、
今後についての、増収の考え方、支出を削減する方法など具体的に提示しても
らわないと論議にならない。運営に当たっては以上の点が基本であるものと考
える。（群馬）

　単年度収支均衡が基本であり、準備金は万一に備えるものである。取り崩し
は不可と考える。（千葉）

　基本的な考え方としては、単年度収支均衡が基本である。協会けんぽは中小
企業の事業所がほとんどであり、事業主代表という立場からは、やはり国庫補
助率の問題を外しては考えられない。今まで、国庫補助率20％の獲得に向け
て、署名や支部大会・全国大会等の様々な活動に真剣に取り組んできた。その
中で、現在16.4％になり、落ち着いた状態になってしまっているが、ぜひその
活動は止めないでいただきたいというのが中小企業を代表するものの本音であ
る。（千葉）

　企業としては低いほうがいいが、長い目でみればここで下げるのがいいの
か、一定に保った方がいいのか一概には決め難い。（山梨）

　低成長モデルは中小企業の実情から、かい離している。現実的には、0％モデ
ルもしくは、過去10年一定のモデルを軸に議論すべきである。（静岡）

　正規職員を増やしなさいという流れのなかで、少しでも雇用しやすい状況に
なればいいと考えている。準備金が増えすぎるということはその分加入者から
徴収しているということなので、バランスのとれた保険料率を考えていただけ
ればありがたい。（島根）

　準備金残高が多いと加入者等からみて、こんなに準備金があるにもかかわら
ず料率を下げないのはなぜかとなって印象が悪くなるし、単年度収支の観点か
ら余裕があるときは引き下げるべきであろうが、一旦引き下げて再度引き上げ
られるとショックなので、このままでもいいと思う。（山口）
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　法定準備金を超えた分に対しては、国庫補助の減額の対象となるが、努力し
て積み立てたものであるため、法定準備金にはある程度の幅を持たせるべきで
はないのか。将来の高齢化を見据え、法定準備金を健康保険組合と同様に2か月
分とするように法律改正を働きかけることも大事ではないか。　（長崎）

　上限で10％を超えることは絶対にあってはならない。せめて料率が下がる方
向で安定的に保たれることが一番望ましいのではないでしょうか。（宮崎）

学識経験者
　すでに保険料率は10％という高い水準に達しているが、今後、経済状況が悪
化し保険料率を上げざるを得ないときに少しでも緩和できるような財政運営が
望ましい。（北海道）

　準備金について、法定準備金の額を超えた分の16.4％については、国の補助
を削減することになっているが、理想はそうならないように、単年度の収支を
均衡させるのが望ましい。また、今まで、収支が厳しくなると料率を段階的に
引き上げてきたのに、将来的に準備金が積みあがることが明らかで下げられる
状況にあるのに、10.0％を維持するのはあまり望ましくない。以上のことを考
慮すると、引き下げられるときは引き下げるべきだと思う。しかし、その一方
で、経営者側の立場から考えた場合は、安定的運営を図る観点から、現在の料
率を維持する方が望ましいという考え方もあり、判断が難しい。（岩手）

　国庫補助金の関係もあり、非常に難しい。準備金を積立できるくらいなら支
援する必要はないと健保連は主張する。どちらかと言えば、栃木県の料率は他
に比べると低いが、一般論では通用しないのではないかと思う。栃木県の具体
的な医療費適正化の取り組みを説明するとともに、その結果、準備金が積みあ
がっているという、ある意味でのエビデンスを示さなければならない。（栃
木）

　地域格差があり、10％を超えるところは当然下げてほしいとなり、我々のよ
うな9.95％のところはこれでよいとなる。我々は栃木県として意見を述べる
が、全国的な意見を集めた本部が分析して、国の出方を読むのだと思う。力関
係によってまた変わるだろうが、料率が高い支部と低い支部を分けて論議をす
れば分かりやすいのではないかと思う。（栃木）

　法定準備金を減らすと、協会けんぽだけズルいというところも出てくるかも
しれない。（栃木）

　現在の内閣府の試算は甘いと思っている。アベノミクスで想定した2年後の状
況は何も実現されていない。賃金は2014年度で厚生労働省の統計だと名目0.5％
上がったが、同じ年度で消費税をあげた関係で消費者物価は2.8％上昇してい
る。実質賃金では約2.3％下がってしまうという想定外の事態が発生している。
家計の消費支出は5％も減っており、小売業の売上高も落ちている。今年の春闘
でも賃金は1％もあがっていない。内閣府の試算がかなり実態とずれている。賃
金上昇率は0％もしくはマイナスということもあるかもしれない。今判断するの
は難しいのではないか。（埼玉）

　保険料率の議論は準備金の保有額を踏まえるのではなく、被保険者の実質的
な負担を基準に行うべき。（神奈川）

　単年度収支均衡が法律の規定だが、3年度くらいの複数年度で考えていくほう
がよい。（単年度収支均衡の）法律改正も要望する。（福井）

　保険料率を下げると国庫補助も引き下げられる可能性も考えられるので、考
慮しておくべきではないか。（大阪）

　激変緩和率によってもまた話が変わってくると思う。（山口）

　保険料率と賃金上昇率の想定3ケースによれば、平成31年度まで考えた場合、
保険料率を据え置かずに9.7%または9.8%に引き下げると、いずれのケースでも
法定準備金の基準を満たさなくなる。平成31年度の法定準備金基準を満たすこ
とまで考えれば9.9%または据え置きとなる。（山口）
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　平均保険料率の引下げまたは維持について、どちらが理論的に正しいという
議論ではなく、それぞれの価値判断の問題になると思う。（香川）

　どの意見も合理性があると思われるが、原則を守ることが必要である。法定
準備金や単年度収支均衡というキーワードを守り、保険料率の変動についての
議論を重ねることで加入者の当事者意識も生まれるものと思われる。（長崎）

　協会けんぽの健診率の改善や将来の病気リスクの軽減の観点から、保険料率
はそのままに据え置き、健診内容の充実（特定健康診査でのクレアチニン検査
の実施など）を図るという考えがあってもよいのではないか。魅力のある健診
にすることで受診率もあがり、結果として将来の負担減に繋がるのではない
か。（長崎）

　確たる将来的な見通しがない中では、本当に議論しづらい。（熊本）

　どれだけあれば財政が安定するのかがわからないと議論のしようがなく長期
スパンで見るのか、単年度でみて引き下げるのか意見を出しづらい。（鹿児
島）

28年度の激変緩和措置について
激変緩和措置を早期に解消するべき

評議会の意見
　支部評議会が発足以降一貫して、激変緩和率は早期に撤廃をすべきと考え
る。（長野）

　平成32年3月31日までに解消することをこれまでも静岡支部評議会として提言
しており、平成36年3月31日までに延長されたことは、当支部の負担を考えれば
遺憾である。本来あるべき保険料率体系へ移行すべく、1.4/10ずつの解消に固
定化することなく、平成32年3月31日までの当初期限のうち可能な限り早期に完
全撤廃されたい。（静岡）

被保険者代表
　岩手県を含めた地方の景気はいまだに良くない状況。その中で岩手支部の料
率は激変緩和措置により、本来の料率より高くなっている状況に対しては疑問
がある。（岩手）

　協会設立時の考え方として、各都道府県ごとの料率で差をつけるということ
で始まったことを踏まえると、各都道府県の努力が報われる形で激変緩和を解
消していくべき。（山形）

　激変緩和措置については、協会設立当初の趣旨にのっとり、10/10に近付ける
努力をすべきではないかと考える。（東京）

　元々は、5年で解消する予定だったのだから、2／10ずつ引き上げて早く本来
の姿に近づけるべきだ。（京都）

事業主代表
　早いうちに全て解消し、10/10にしていただきたい。（山形）

　 激変緩和前の保険料率が低い支部は予防等の健康づくりに取組んで頑張って
いるのだからその努力が報われるよう早く激変緩和は解消すべき。（神奈川）

　医療費の地域差を反映させた保険料率にしたのであれば、激変緩和措置の期
限をどう見るかという部分もあるが、事業主及び加入者の負担が軽くなるなら
ば、一日も早く可及的速やかに10/10にしていただきたい。（滋賀）

　最高と最低料率の差が一万円台であれば生活に影響があり大変であるが、
1,218円（標準報酬月額28万円）程度の差なら激変緩和措置はないほうがよく、
保険料率に差がある方が各支部の刺激になるのではないか。（和歌山）
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　激変緩和率解消に近づけることが必要ではないか。協会けんぽの各支部の努
力が反映しづらい仕組みは解消していくべきだと考える。（鳥取）

　特例措置があるから議論が必要で特例措置をなくしてしまえばいいのでは。
（鹿児島）

学識経験者
　本来、激変緩和措置はなくすべきである。（埼玉）

　良い意味での競争促進を求めた協会設立当初の精神を尊重して、できる限り
早く10/10にすべきではないかと考える。（東京）

　健康づくりに邁進して医療費を抑える努力を保険料率に反映するのが本来の
姿で激変緩和措置は必要ない。（兵庫）

激変緩和措置を計画的に解消していくべき

評議会の意見
　予定通り、31年度末までに激変緩和率を10/10にするのが望ましい。（岩手）

　早期に解消することが望ましいが、全国的な理解も必要であるため、平成31
年度の期限に向けて毎年1.4／10ずつ引き上げていくべきと思われる。（福島）

　激変緩和措置については、期限に応じて進めていくしかないが、激変緩和率
が上がった場合に、高いところの保険料が上がらないように平均保険料率を下
げていくなど、保険料率が上がる支部を十分考慮する必要がある。（栃木）

　平成32年度に激変緩和率が10/10になるよう、毎年均等に引き上げ、来年度は
4.4/10にする。（埼玉）

　激変緩和の解消時期をこれ以上先延ばしにすべきではないので毎年1.4／10ず
つ、最低でも1.0／10ずつ引上げるべきではないか。（神奈川）

　保険料率が高い支部の負担を減らすためにも、激変緩和措置の引き上げは保
険料率の引き下げと同時期に行っていくべきである。（愛知）

　できる限り急な変化とならないよう期限内で平準化した措置にするべきであ
る。（大阪）

　段階的に緩やかに引き上げる今までの状況を維持すべき。（兵庫）

　激変緩和については、32年まで、5年の間に1.4ずつ均等にあげていくべき。
（広島）

　激変緩和率については4.4でやむを得ない。（山口）

　協会けんぽ全体として激変緩和措置を考えた場合、政令で定められた期間ま
でに終了するよう、毎年均等に（平成28年度は4.4/10）引き上げていくという
ことでやむを得ないのではないか。（徳島）

被保険者代表
　健診率等の支部努力により、支部別の保険料率にインセンティブ制度を設け
ることを考えているのであれば、期間については守られるべきであると考え
る。期間が守られるのであれば、急に率を拡大せず、着実に進めることがよい
と考える。（千葉）

　解消の期限が決まってる以上、平均して１・４ずつ上げるのがよい（石川）

　保険料率を上げなければならない状況の時に激変緩和措置を進めることは難
しいと思われる。保険料率を下げられる状況のときに激変緩和措置を拡大して
いってはどうか。（福井）
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　都道府県ごとに事情もあるだろう。また、格差が生じていくのはいいことで
はないのだろう。しかし、激変緩和措置の解消は進めていくべき。（福井）

　1.4ずつ上げていくべき。（福井）

　被保険者の立場で言えば、健康診断を受けたりジェネリック医薬品を使って
医療費の削減のための努力をしている。その結果、愛知支部の場合は激変緩和
率の拡大で保険料が安くなる。努力をしてきた被保険者としては、そのように
効果が目に見えるようにしていただきたい。（愛知）

　激変緩和はなくす方向で、その差は徐々に縮めていく方法がよい。（和歌
山）

　福岡支部は激変緩和率により保険料率の上昇が抑えられている。加入者の負
担が過大にならないよう、急激な変化は避けていただきたい。（福岡）

　急に打ち切ることはせず、徐々に解除する方が良い。（大分）

　これまで当支部は、激変緩和措置により他の支部の負担をしてきた状況であ
ると思うが、これは全体の平等性にはなっていないと思われる。やはり行政を
含めた県単位で健康増進を行うことが重要であると思われることから、激変緩
和措置はけじめをつけて、段階的かつ確実に解消していくべき。（沖縄）

事業主代表
　保険料率が全国的に中間程度に位置している宮城県の場合は激変緩和措置が
なくなったとしても影響は少ないと考えられる。そのため、激変緩和措率の引
き上げを実施しても問題はないのではないか。（宮城）

　平均的に解消していく形でよいのではないか。（山形）

　福島支部評議会では以前から激変緩和措置については廃止するべきという見
解だった。早期に解消できないのであれば、平成31年度の期限に計画的な終了
ができるよう、毎年均等に1.4／10ずつ引き上げるべきと思われる。（福島）

　激変緩和については、大きな差がある中で、限られた期間で最終的には激変
緩和をなくしていくのであれば、期日に見合った激変緩和の率を見直していく
しかない。でなければ、目標期限が来ても結局できないという状況に陥るのが
目に見えるようである。激変緩和率はなくしていく方向で進めていくべき。
（栃木）

　先送りを止めること。支部の努力に報いるべきだ。（千葉）

　激変緩和率の引き上げは、なし崩しにならないよう、厚生年金の保険料率の
ようにきちんと計画的に上げていって欲しい。（愛知）

　都道府県単位保険料率を行うと決めた訳であるから、やはり原則のルールを
当てはめて施行すべきである。（三重）

　毎年1.4／10ずつ引き上げるべきである。これ以上先延ばしすることは、本来
の趣旨に反する。また、支部毎の健康づくりの取り組みの動機づけになる。
（京都）

　奈良県は激変緩和率を上げても保険料率は下がる見通しのようなので、早く
上げていただきたいと言いたいところだが、他の都道府県のことも考えると、
平成32年の期限までに1.4/10ずつ徐々に上げていくということでいいのではな
いか。（奈良）

　各支部の努力が保険料率に反映される制度の中で、各支部の保険料率の差が
いきなり大きくならないための緩和措置を導入したことは理解できる。ただ
し、やはり本来の姿に近づけていくべきであり、その方法は徐々に縮めていく
方法で平成32年に解消するのがよい。（和歌山）
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　平成32年3月末までに激変緩和率を解消する前提であれば、均等に1.4ずつ引
き上げるのがよい。（福岡）

　地域で使った医療費は地域が負担するということが原則で、そこから地域ご
との努力が出てくると思う。したがって、Ｈ32年3月までに段階的（一定の割合
で）に解消すべき。（沖縄）

学識経験者
　激変緩和措置について、これまでの議論から全国一律の保険料率に戻すべき
との考え方も踏まえ、引き上げ幅が急激にならないようにしていただきたい。
（北海道）

　平均的に解消していくべき。突然大きく変動するのはよろしくない。段階的
に割合を引き上げていくべき。（山形）

　激変緩和率は全体を調整しようという話であり、激変緩和率によって不利益
を被る支部の意見を聞くのは当然必要なことかと思われるが、全体の調整なの
で、決められたとおりにやるしかないと考える。（栃木）

　社会保障制度であるから、個人的には激変緩和措置はずっとあってもいいと
考えている。しかし、制度設計としていずれ激変緩和措置をなくさなければな
らないのであれば、激変緩和率を引き上げるべきである。（埼玉）

　昨年、千葉支部評議会の意見の中で提出した“激変緩和率については平成31
年度までの措置であるが、その期間については当然守られるべきである。”と
いう考え方で引き続き同じである。（千葉）

　期限が決まっているのだから、着実に計画的に進めていただく方が、現行の
保険料率が高い所低い所のどちらにもいいことではないか。（富山）

　最終的になくなることは決まっているので、均等に上げていかなければ最後
に激変となってしまう。(山梨）

　32年3月までの間に準備していくというスタンスでいい。支部のことだけ考え
れば、早く10/10 にという意見もあるだろう。（山梨）

　地域格差が拡大している中、セーフティネットとしての協会の役割を考える
と、激変緩和率の引き上げは緩やかにした方がいいのではないか。（愛知）

　（早期に10分の10まで激変緩和率を引き上げるという）安定的な方策をとる
ことが重要だと感じている。（愛知）

　激変緩和措置は都道府県ごとに利害が対立するため難しい論点であるが、国
庫補助率が当分の間16.4％と据え置きとされた中では、措置終了期限を見据え
て施行すべきであり、本来の姿に戻す時期に来ているのではないかと考える。
（三重）

　これまでの医療費適正化の努力も考えると、少しずつ差を小さくしていくべ
きではないか。（奈良）

　一気に解消するといろんな歪がでてきてしまうかもしれないので、個人的に
は徐々に解消していく方法がよいと思う。（和歌山）

　毎年度1.4ずつ引き上げる方針でよいのではないか。（鳥取）

　平均保険料率を引き下げる中での激変緩和率1.4ずつ引き上げとなれば、平均
保険料率を上回る支部への影響が少ないのではないか。（鳥取）

　激変緩和率を引き上げてもそれほど大きな変化ではないように思える。必要
以上に激変緩和率解消の動きを緩やかにする必要はなく、適切に進めていくべ
き。（福岡）
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　激変緩和措置期限は政令で定める日とされているが、早期に決めていただか
ないと議論もやりにくい。また、緩和率は期限までになだらかに引き上げて
いっていただきたい。（熊本）

　大分支部は医療費が高く、激変緩和措置を急に打ち切られては困る。高齢者
医療拠出金を含め、協会けんぽがこれだけ負担している中で、当初５年の予定
だったからといって、すぐに打ち切ろうとせず、皆保険制度の全体的な安定を
考えてもらいたい。（大分）

激変緩和措置の解消を可能な限り緩やかにするべき

評議会の意見
　激変緩和率については緩やかな上昇に留めていただきたい。（青森）

　平成28年度の激変緩和措置については、いまだに都道府県単位保険料率の差
が大きいことを考慮して、相互扶助の観点からも、可能な限り小さな幅になる
ようにしていただきたい。（宮城）

　新潟支部としては当然、激変緩和解消が望ましいが、協会けんぽ全体を考慮
すると、なるべくゆっくりと解消すべきである。（新潟）

　激変緩和措置の拡大は緩やかにすべき。（岡山）

　健康保険法において期限とされている平成36年3月まで延長できるよう政令を
改正し、保険料率の上昇をできるだけ緩やかにしていただきたい。（徳島）

　激変緩和の恩恵を受けているので、できる限り緩やかにお願いしたい。（香
川）

　都道府県によって保険料率の差を広げるということが医療保険制度として許
されるものではない。また、制度設計が変わらないのであれば、激変緩和措置
は最低でも法律の最長期間である平成３６年３月末までかけて行うべきであ
る。（高知）

　恩恵を受けている支部として、意見は出しにくいが、何らかの措置は継続し
ていただきたい。　（長崎）

被保険者代表
　激変緩和率は、これまで0.5ずつ引き上げてきた経過から、今後1.4ずつ引き
上げた場合の影響は大きいと考えられることから、激変緩和措置の期限を延ば
し、よりなだらかな激変緩和率にすべき。（北海道）

　保険料率が高い支部においては保険者の努力だけでは解消できない地域差が
あることや都道府県間の利害の対立を考えると全国一律の保険料率に戻すべき
だと考えるが、現状の制度として激変緩和率を引き上げるとするならば、最低
限の引き上げとしていただきたい。（北海道）

　青森の場合は単年度では黒字になっておりますが、いつ状況が変化するか分
からない。その時に、上げたのをすぐ下げるという訳にはいかないのでそのま
ま緩やかに維持をしていただきたい。（青森）

　激変緩和措置は、いずれは１０分の１０になる。ゆるやかに上がってほしい
と思う。（秋田）

　短期的に見て引き下げるよりも、長期的に見て10%を維持して、準備金が積み
上がったら考えたらどうか。その時に激変緩和措置も戻していく形でいい。
（岐阜）

　平均保険料率を9.8％に引下げても財政的に問題ないようであれば、保険料率
9.8％を一定期間据え置き、激変緩和措置の変更はできるだけ小さい方向という
のがよいのではないか。（岡山）
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激変緩和措置については、できる限り緩やかに残していく方向でお願いした
い。（佐賀）

　前提として決められているのであれば、少しずつでも上げていかないと単年
度で急に上げるのは半分負担する事業所は厳しい。企業の存続にかかわること
なのでやむを得ない。期限を延ばせるのであればそうして欲しい。（鹿児島）

事業主代表
　激変緩和措置の仕組みは理解しているが、既に相当高い水準の保険料率の地
域もあることから、激変緩和措置終了期限を延長し、激変緩和措置後において
もできる限り負担が少なくなるようにしていただきたい。（北海道）

　激変緩和措置について、制度上は解消していかなければならないが、現状の
厳しい経営環境においては、激変緩和措置を維持していただきたい。（北海
道）

　激変緩和措置は秋田としてはできるだけ長くとってほしい。（秋田）

学識経験者
　様々な複合的要素が重なることによって保険料率に差がでていると思われる
ことから、相互扶助の観点にのっとり、激変緩和率をある程度のところで維持
し、それ以上の地域間格差を広げるべきではないと考える。（北海道）

　北海道は二次医療圏が広いという地域的なことも医療費が増える要因となっ
ており、社会保険の基本にある相互扶助からみると、全国一律の保険料である
べきと考えていることから、激変緩和措置は維持することが望ましい。（北海
道）

　緩やかな措置を講じ、32年度以降も継続していただきたい。（青森）

　２９年度の消費税引き上げを控えている中で、保険料が上がれば、消費税の
２％上昇って何なんだと加入者は思ってしまう。激変緩和の措置と合わせて上
がらないのが良い。（秋田）

　この議論にあたり、「医療費の地域の特性が全く分からない」という問題が
ある。実情はどうなっているのか？発足から丸7年経ち、各支部が医療費抑制の
取り組みを実施しているのか、それを本部が確実に検証しているのかどうかが
分かりにくい。健康・命に係わることなので、激変緩和解消は緩やかにすべ
き。地域差をつけるのはいかがなものか。相互扶助を協会けんぽ内でやるべ
き。格差是正といいつつ、支部間で保険料率に差があるので矛盾を感じる。解
消までの期間延長もあるとのことだが、支部の努力を反映させると良いと思
う。医療費が高い支部は、どういう努力をしているのか詳らかにしてもらいた
い。（新潟）

　激変緩和措置は緩やかに拡大していくのがよい。岡山支部は激変緩和措置に
より負担が軽減されている立場であるから、それに安住することなく料率を引
き下げる努力を継続していかなければいけない。（岡山）

　激変緩和率によって、平均保険料率の引き下げを感じられないようでは仕方
がない。賃金上昇というが、その恩恵に預かっていない都道府県もある。そう
いう意味ではまだまだ長期に渡って激変緩和措置は必要である。（高知）

　医療費が高いのは個人の責任ではないし、それを地域に被らせるという制度
設計自体がおかしい。制度設計自体の見直しとともに、激変緩和措置はもっと
先まで続ける形で制度設計をするべきである。（高知）

激変緩和率については、できる限り緩やかに進めていくべきであると思う
が、平均保険料率を9.8%に引き下げたときに、その分激変緩和率については、
引き上げるというようなことが政策的にはあり得るのではないかとの危惧もあ
る。（佐賀）

その他

評議会の意見
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　平均料率よりも保険料率が低い支部としては、激変緩和措置を維持する必要
性はないのではないか。一方で年齢・所得調整はされているものの、医療供給
体制等の地域差がある中、インフラ整備等の下支えがない状態で保険料率が高
い支部にさらに負担を強いるのは社会保障の観点から見れば望ましくないとの
意見もあるため、中立的な立場で調整をお願いしたい。（茨城）

　激変緩和率については、他支部との意見調整を充分された方が良いと思われ
る。（群馬）

被保険者代表
　栃木の場合は、据え置きの場合は少し上がり、激変緩和率を上げれば、保険
料率は下がるという訳だが、前回の議論でも意見が出たように、料率が上げる
ところもあれば、下がるところもあるため、結局は取り合いになってしまうと
ころもある。保険料率が上がる支部の意見を十分考慮して検討すべき。（栃
木）

　各支部で保険料率の差が広がってくると、事業所は低い都道府県に事業所を
移すということも考えるので慎重に行う必要がある。（山梨）

　奈良県はちょうど真ん中くらいなのであまり影響はないが、保険料率が高く
なる都道府県と低くなる都道府県では、議論がかみ合うことはないと思う。
（奈良）

　激変緩和率の議論をしなければならないというのは、全国一律の保険料率と
なっていないからである。国民の健康に価値の違いがあってはいけないので、
協会けんぽには全国一律の保険料率にするよう努めていただきたい。（島根）

　激変緩和措置は、各支部で保険料率に極端な差が生じないようにする目的が
あるため、必要である。政管健保時代の流れをある程度は踏襲してほしい。
（広島）

　激変緩和措置はやむを得ないという気がします。（宮崎）

　全国で一つという協会けんぽを考えると、全国的な平準化は考えざるを得な
いということではないでしょうか。（宮崎）

事業主代表
　激変緩和率をすすめると、平均よりも低いところは更に下がるが、高いとこ
ろは上がっていってしまう。金額的に上がらないようにするためには、全体の
料率が下がるときに高いところが金額が上がらないような形で平均値が下がっ
ていくというようなことをしていかなければ、激変緩和を無くすことは技術的
にできない。料率を下げながら、激変緩和を進めるという形にし、高いところ
の金額が上がっていかないようなテクニックを使わないと激変緩和はなくせな
い。長期的な観点から考えれば、保険料率を下げるのはあまり好ましくない
が、準備金が積み上がると国庫補助が減らされるというルールを含めて考える
と、激変緩和率をなくすためには一度料率を下げなくては激変緩和はなくなら
ないという形になっていくのではないか。（栃木）

　地域によって保険料率が変わるのに違和感がある。（島根）

学識経験者
　各県がどこまで真剣に取り組んで、やっていくのかという問題が当然絡んで
くる。地域医療構想シンポジウムで医師会長がお話されたように、河口の話を
きちんとしておかなければならない。また、我々がそこまでやる仕事なのかと
いう問題もある。（栃木）

　石川支部は激変緩和の影響がほとんどない（ほぼ平均レベルの保険料率）な
ので、意見を出しにくい。（石川）

　住むところによって保険料率が違うというのはおかしい。（島根）
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　保険料率が都道府県単位になっているわけだが、医療提供体制にコミットす
る体制ができてきたとはいえ、格差が増大することについてそれが良いのか悪
いのかという問題提起はすべきである。（山口）

　激変緩和措置は、県により色々な考えがあると思うが、相互扶助的な一面も
あり、措置は必要と考える。そもそも全国共通した保険料率にすべきであり、
そうすればこんな議論もおこらない。（愛媛）

支部保険料率は、平均保険料率を9.80%、激変緩和率を4.4/10とした場合に
10.14%程度と見込まれ、引き下がることとなる。一方で激変緩和率の終了期限
のことを考えると、いまのうちに痛みが少ないような関係で、この際、緩和率
を引き上げておくという、中期的な視点での対応を検討していくことも必要で
はないか。（佐賀）

　激変緩和措置については必要と考えます。（宮崎）

　各県で病床数など特殊事情もあり必要である。（鹿児島）

　地域差に各県の努力を反映し改善していくべきで、そういうものが刺激にな
るようにした方がいいのではないか。本来の意味合いが薄れているのでは。評
価の仕方について考える時期にきている。（鹿児島）

　地域間の格差を少なくするための激変緩和措置は、「助け合い」という考え
方からすると、ある程度は必要なのかなと感じる。（沖縄）

保険料率の変更時期について
4月納付分からが望ましい

評議会の意見
　４月納付分からでよい。（北海道）

　変更時期は４月（青森）

　保険料率改定の時期については、過去の例に則り、4月納付分からの改定とし
ていただきたい。（宮城）

　「保険料率の変更時期は４月分からでよいか」との事務局の提案に対し、評
議員からは異論は無かった。（秋田）

　４月納付分からの変更でよい。（山形）

　変更時期は4月納付分からとするべき。（福島）

　4月納付分からの変更でよい。（茨城）

　4月でよい。（栃木）

　これまで同様に4月納付分から変更でよい。（埼玉）

　介護保険料率の変更と併せて、4月納付分からの変更で構わないと考える。
（千葉）

　会計年度に合わせて4月にすべきではないかと考える。（東京）

　4月納付分からでよいのではないか。（神奈川）

　4月納付分からで良い。（新潟）

　変更時期は4月からで問題ない。（富山）

　４月納付分からの変更でよい（石川）
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　４月納付分からで特段問題はない。（山梨）

　年度単位で4月からの変更が妥当と考える。（静岡）

　4月変更で異論なし。（愛知）

　現状で混乱が生じている訳ではなく、広報のタイミングから見ても従来通り
（３月分）のままで良いのではないか。（三重）

　4月納付分からの変更で良い。（京都）

　これまで通り、4月納付分からの変更で良いのではないか。（大阪）

　4月納付分からが適当。（和歌山）

　4月分からの変更でよい。（鳥取）

　４月からの変更で問題ないと思う。混乱の無いようにしていただきたい。
（島根）

　変更時期は、4月納付分からの変更が望ましい。（岡山）

　料率変更時期は4月からとすべき。（広島）

　変更時期は従来どおりで仕方ないと思う。（山口）

　4月納付分からでよい。（徳島）

　周知や広報、事業所の事務の作業のこともあるので、今までどおり４月納付
分からでよい。（香川）

　保険料率の変更時期は、昨年度がイレギュラーだっただけなので、これまで
通りの4月納付分からの変更で問題ない。（愛媛）

　保険料率変更の開始時期については、周知や広報、事業所の事務の関係もあ
るので4月からの開始で良い。（高知）

　例年通り3月分（4月納付分）からでよい。（福岡）

　保険料率の変更時期は、４月分納付分からとする。（佐賀）

　４月からの開始で問題なし。　（長崎）

　4月納付分からでよいかということに関しては、委員からの反対意見はなかっ
た。（熊本）

　4月納付分からの変更で問題ない。（大分）

　4月納付分からで異論なし。（宮崎）

　今年度は5月（納付分）からの変更であったが、例年通りの4月からの変更で
固定していただきたい。（沖縄）

被保険者代表
　厚生年金保険料率の変更及び算定基礎届による定時改定が毎年9月からであ
り、同じ時期に健康保険料率が変動すると負担が大きい。現状のとおり4月納付
分から変更すべきと思われる。（福島）

　年度の途中で保険料を変更するのは保険料率の変更幅が大きくなるので、4月
納付分から変更すべきと思われる。（福島）
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　実務的な立場で考えれば、ここ数年4月で行われており、平成28年度も4月で
よい。（栃木）

　単年度決算のため保険料が上がる場合、12等分して均等割で支払ったほう
が、負担感が少ない。後半になった場合は、差額分をまとめて支払う形にな
る。そのため、できるだけ早く変更して均等割りにするのが望ましいので、4月
納付分保険料からの変更が良い。（群馬）

　事業所でも4月から新年度となるので、4月納付分からの変更でよい。（福
井）

　労働保険関係も4月に改定されるので、それに合わせて4月でよいのではない
か。（奈良）

　年金にあわせて9月変更となれば、事務負担が軽減される。ただ今回、保険料
率が引き下げとなるなら、早いうちから変更になった方がよいので、4月からが
よい。（広島）

　毎年評議会に聞くのは無駄だと思う。4月に変更することが定着したか調査を
して頻繁に変更するべきではない。（鹿児島）

　事業所の担当は頻繁に変わるのは困る（鹿児島）

事業主代表
　変更時期については事務の面からも例年通りの変更でよい（兵庫）

　保険料率の変更時期については、昇給が4月に多いことから、その時期に合わ
せればよいのではないか。（奈良）

　保険料率変更時期はできれば算定と一緒がいいが、今までと同様で仕方ない
と思う。（山口）

学識経験者
　健康保険料と厚生年金保険料で、年に2回の変更となるのが事業所の事務的負
担にならないか心配だが、問題ないのであれば4月納付分からでよい。（福井）

　変更時期は４月でいい。 （岐阜）

その他

被保険者代表
　4月に昇給が行われ、その分の保険料を5月に納付するという流れが一般的で
あり、その流れに合わせ5月納付分からの変更が事務処理上も望ましい。（岩
手）

事業主代表
　4月昇給、5月納付分から変更となるのが事務処理上はやはり望ましいが、1か
月変更時期を遅らせることにより協会の収支に大きく影響が出るのは避けた方
がいいと思う。（岩手）

その他
評議会の意見

　保険料率決定のスケジュールだが、概算要求が示された後に評議会意見を11
月25日の運営委員会に上げて、更に支部長意見の申出を1月29日の運営委員会で
上げるようになっているが、形式上、議を経ただけであって、12月末で政府予
算案が閣議決定した後に支部長意見を上げても意味がない。仕組み自体が評議
会の承認を経るだけであって、既にレールに乗っている状態と考える。保険料
率や予算の問題はもっと早い段階から議論をしていかないと出来レースで、評
議会の意見がどこまで反映されるのか疑問である。（滋賀）

被保険者代表
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　一度保険料率が変更になったら、3年から5年程度は変更しないほうが望まし
い。（岩手）

　周知の面、計算事務の面から考えると、毎年料率が変わるのは厄介である。
（岩手）

　支部単位の料率に不満がある。（秋田）

　協会が努力した結果、積み上げた準備金について、法定準備金を超えた部分
について、国庫補助が減額されることは受け入れられない。協会が努力すれば
保険料率を引き下げられるようにすべきである。（群馬）

　千葉支部の評議会は他支部にない活動であると自負しております。将来、保
険料率にインセンティブを設けるという話があるのならば、こういった支部の
フィールドワークの活動もその中の一つに加えていただきたいと思っておりま
す。（千葉）

　過去の傾向を見ると、補助率の問題から支援金を主とした広報でしたが、一
般の被保険者についても賃金の伸びより医療費の伸びが大きいこと等、健診等
の医療費の抑制につながる努力を促す説明が今後必要であると考える。（千
葉）

　健康保険も厚生年金と同様に、全国一律の保険料率であるべきと考える。
（東京）

　残薬の問題もあり医療費が高くなっているのだろうが、地域の特徴があるの
なら是正するべき。まずは実態を知り、切り込んで行かなければならないと思
う。（新潟）

　全国組織の協会けんぽなのに、都道府県によって保険料率に差があることは
違和感がある。（石川）

　医療費の地域差が保険料率の差に反映するしくみになっているのに、さらに
各支部の取組等を保険料率に反映するのは、インセンティブが「結果」と「取
組」のダブルになっているようで違和感がある。結果（医療費の地域差）だけ
でよいのではないか。また、激変緩和措置をやりながら、一方で取組に対する
インセンティブを設けるのは自己満足という印象。システムも複雑。加入者か
らは「なぜ自分の県はこの保険料率なのか」が見えにくく、よく分からなく
なってしまう。（福井）

　国民皆保険を維持しつつ、医療費の伸びを抑制するために保険対象の治療の
ボーダーラインを下げることもありか（長野）

　法定準備金が上回った場合、財務省からその準備金の指摘が入り国庫補助率
に影響を及ぼす場合もあるかと思う。そういうことも含め、長期的スパンで安
定的に運営できる体制づくりが必要だと思う。（岐阜）

　政府の経済成長に関する見通しは中小企業の現状を理解していない。実際
は、低成長×0.5％の成長などは実現不可能であり、成長率0％の維持すら難し
い。中小企業は本当に厳しいという現状をご理解いただきたい。（静岡）

　準備金があるのであれば、加入者からすればすぐに保険料率を下げてくれと
なるし、一方では安定的な運営とあるが、世界経済を見れば本当にこれで安定
するのかというのは怖い部分もある。激変緩和措置も、平均より低い所は早く
10/10にという意見になるし、高い所は期間を伸ばし伸ばしという意見になる。
支部だけでの判断ではできない部分もあるので、協会としての思いを説明して
もらわないと議論にならない。評議会というものを信じていただけるのであれ
ば、情報を流していただくのも本部の仕事ではないかと思う。（滋賀）

　保険料率を上げてきた結果が、法定準備金の2倍以上の準備金保有では、加入
者の理解が得られない。法定準備金以上に積み上がった部分は、加入者に還元
すべきである。（京都）
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　いま保険料率が下がったとしても、医療費を節約しないと保険料率は上がっ
ていってしまうということも合わせて伝えていくべき。（徳島）

　支出の抑制策を講じていくことが重要。加入者の意識を変えて、保険料率が
中長期的に維持できるような取り組みが重要である。（福岡）

　保険料率の決め方が非常に複雑でわかりにくく、どうすれば保険料率の引き
下げにつながるのか見えにくい。もっと加入者の取組みが保険料率に反映され
る仕組みにして加入者の意識を変えなくてはならない。（福岡）

　少子高齢化、団塊の世代の増加は医療費の高騰につながります。保険料負担
者は、介護保険も含めて今後の在り方が憂慮されてこういう問題が出てきてい
ます。国庫補助ということが基盤になり、本質的には国庫がどう動けるのかと
いうことになると思います。国が動かないと今後の医療・介護の問題は解決で
きない。来年も医療法改正があり、課題が山積する中で、地方・民間の病院関
係は切迫しており、早急に国にあげていただかないと、中小企業の人達にしわ
寄せがきます。景気浮揚の実態としては現実には感じてこないという状況も考
慮していただきたい。（宮崎）

　国庫補助率13％というのは本則ではなく附則と聞いております。この附則を
どうにか削除することはできないのでしょうか。（宮崎）

　医療費を下げるには他の県で何十年もかけて行っているが、率に反映するに
は取組の内容も含めて見てもらえるようになればいい。（鹿児島）

事業主代表
　協会けんぽの支出の4割を占める高齢者医療への支出の動向も見て長期的に料
率を考えなければならない。当分の間高齢者は増加し、高齢者医療への支出も
増加すると予測すれば、準備金を貯められる状況下においては貯めておいて、
長期的に安定した財政としてもらいたい。（岩手）

　労働局の賃金実態調査によると、26年度の賃金上昇率は0.7から0.8％程度で
あり、5年収支見通しにおける0％ケースと、過去10年間の平均ケースはあまり
にも実態とかけ離れている。（岩手）

　準備金残高が、例えば2か月分を超えたら料率を下げるといったようなルール
作りも必要でなないか。（岩手）

　高齢者の医療のあり方の問題。高齢者の医療費を誰が負担するかという中
で、各保険者がそれぞれが負担をしているが、保険者が負担するということは
各会社が負担しているということになる。この問題がなければ収支は全く問題
なく、料率も下げられる。（栃木）

　中小企業の経営環境は依然として厳しい。団体としては、国庫補助率20％の
要求を取り下げる訳にはいかない。（東京）

　都市部に人が集中し、地方は過疎が進んでいく状況を考えると、全国的に保
険料率を一律にしてほしい。協会けんぽの制度だけで考えるときではないので
はないかと思う。（秋田）

　激変緩和をなくしたら格差が広がるし、保険料率が少し上がっただけでも会
社負担は増大する。保険料率を下げてまた上げるのは難しい。（山口）

学識経験者
　協会自身が医療費の適正化などによる収支構造の改善努力をすることにより
財政を安定化させていくことが必要。（北海道）

　協会けんぽの発足と医療体制の再編から相当期間が経過しており、医療体制
整備に伴って、その結果としての医療費をもとに保険料率を都道府県別に決定
するこれまでの方法について検証し、再度検討を行うことが必要ではないか。
（北海道）
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　平成26年度は1.6カ月分準備金があるが、今年度も上期が経過している状況を
踏まえて、今年度の収支見通しはどうなっているのか。（群馬）

　2025年問題、団塊の世代が全員75歳に到達して、75歳以上の割合が、全国民
の18％になりより多くの医療費の増加が見込まれる。医療保険制度は必要であ
るが、保険料が高額になってしまい、負担しきれなくなるかもしれない。そう
なってしまうと、正しい状況なのか分からない。負担できることにより医療保
険制度が成立すると思うので、そこは考えていく必要があると思う。抑制する
のは難しいと思うが、何らかの形で医療を受ける側が提供する側に意見発信し
ていく必要がある。地域医療構想などに期待したい。（群馬）

　所得、年齢調整は分かるが、医療費については、地域の特徴を明確にしない
ことには議論がしにくい。各支部とも医療費適正化に努めているだろうが、ど
の程度、どういった努力を各支部がしているかが見えにくい。その中で協会け
んぽ全体の保険料率について意見を求めるのは、限界がある。（新潟）

　各支部の取り組みが各支部の医療費に与えた影響を検証して欲しい。各支部
の取り組みと医療費の動向に関係がないなら、保険者、加入者の努力の及ばな
い部分が医療費の差を生み出している可能性が高いことになり、地域によって
保険料率に差をつけることは不公平ということになる。（石川）

　将来的には負担増が予想される中で、ある程度負担が増えることを考えて行
動すべきか、徹底抗戦して保険料率を下げる方向で議論すべきか・・・。（長
野）

　保険料率を据え置くにしても、下げるにしてもその根拠を合理的に作ること
が重要、保険料率をどうするのかの合理的根拠を考えていきましょう。（長
野）

　国庫補助率を16.4％で恒久化になったということで納得した所がおかしい。
13％に下げられそうだった所を最低の16.4％から20％へと要求していたのに、
16.4％で安定したよという論調になっていることが怖いと思う。（滋賀）

　５年収支見込みの前提について、被保険者数の推計は、他にも様々な増減要
因が考えられるのではないか。他の要因も勘案する必要があるのではないか。
（大阪）

　保険料率の策定にあたり地域の年齢構成と所得については調整を行っている
が、本来はその地域ごとに保険料がどのように使われているかをしっかり中身
を見て議論したうえで料率や激変緩和措置について考えるべきではないか（兵
庫）
　これ以上保険料が上がっていかないように、どうすれば医療費が抑えられる
かという投資的な経費を財政に余裕があるときにやってみるというのも選択肢
としてあると思われる。これから医療費がかかってくる、予備群のような方が
多い。少しでも医療費がかからないようにするために職場環境を良くしていく
というところに視点を向けて、余裕のあるお金を使うという発想があってもい
いのではないか。（島根）

　全国共通した保険料率で運営すべきと考えている。健康づくり等の保険者機
能を強化したかどうかが、そのまま医療費の格差につながっているかどうかよ
く分からない。いろんな要因の中で格差が出てきているものを、それぞれの県
の努力の差としてよいのか。
様々な保険者の先進的な事例を全国展開できていないものがある。なぜ、日本
全体に広がらないのか？そもそも格差といわれるものは是正可能なものなの
か。むしろ、地域差がでてくるのは当たり前のことで、だから国全体でならし
て相互扶助的に考えるべきだ。先進的な事例は法則化し、違う論理で考えて、
保険者機能の強化等と保険料率をあわせるものではない。（愛媛）

　同じ医療を受けるにも関わらず、都道府県で保険料率が異なる。医療費が高
いのは個人の責任でもないし、支部の責任でもない。制度設計自体の見直しが
必要である。（高知）
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　都道府県ごとで保険料率に差がある制度は、何を基本目的にしてこの国の医
療のあり方を考えるのかという、非常に重要なポイント。地域の差を開かせて
いくことが医療制度の考え方として本当に正しいのか、見直しが必要である。
（高知）

　保険料率を大幅に下げる案が出るような準備金の状況であれば、激変緩和措
置自体が不要ではないかと揚げ足をとられる可能性がないかと危惧する。（高
知）

　準備金について、法定準備金の給付費等1か月分というのは最低限として、協
会としてこの程度までは保持しておくというラインを決めておいてはどうか。
それにより突発的事象にも対応できるのでは。（福岡）

　来年度の診療報酬改定が議論されているが、医療保険制度の厳しい財政状況
も踏まえ、マイナス改定とすることを希望する。（福岡）

支部としてできる医療費の抑制削減策には限界があり、健康診査の実施率向
上が医療費の低下には必ずしも結びつくものではない。現行の所得調整や年齢
調整に加え、病床数や病院数さらには受診率など地域の特殊性・事情にそった
新たな指標の導入を保険料率算定方法の見直しと併せて検討していただきた
い。（佐賀）

　今後も保険料率を論ずる場合には、必ず５年収支見通しの詳細な資料を作成
していただきたい。　（長崎）

　以前から何度も繰り返し発言していることだが、医療提供体制の地域差は保
険者の努力ではどうにもならない部分がある。それを保険者の責任で負担をか
ぶせるような今の仕組みは保険者にとっては酷である。（熊本）

 保険料率以外は毎年議論して意見を出しているので結論を出してほしい。（鹿
児島）

　今後の協会けんぽにおける財政基盤の整備として、昨年度のような国庫補助
率の引き上げを目指すよりは、後期高齢者支援金の負担割合の減少を目指すべ
きではないか？（沖縄）
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